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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期

第１四半期連結
累計期間

第28期
第１四半期連結
累計期間

第27期

会計期間
自2018年７月１日
至2018年９月30日

自2019年７月１日
至2019年９月30日

自2018年７月１日
至2019年６月30日

売上高 （千円） 1,286,142 1,558,778 5,940,672

経常利益 （千円） 41,399 141,483 405,275

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 29,433 110,577 292,039

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 46,451 110,217 248,826

純資産額 （千円） 2,227,346 2,450,498 2,429,688

総資産額 （千円） 4,350,797 4,712,457 4,705,825

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
（円） 7.90 29.68 78.39

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - - -

自己資本比率 （％） 51.2 52.0 51.6

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府主導の経済対策や通貨当局による金融緩和策の影響から

雇用及び所得環境の改善傾向が続いたものの、個人消費のマインドに足踏みが見られました。また、米国の景気動

向のほか、米中の通商問題、中国経済の減速懸念などを受け、為替・株式市場が変動する状況が続きました。ま

た、欧州では各国の右傾化が進んでいるほか、イギリスのEU離脱問題など政情が不安定化していることに加え、中

東、東アジアでの地政学的リスクも高まっていることなどから国際情勢の先行きは不透明な状況が続いておりま

す。

　介護保険制度の状況につきましては、2019年４月時点の要支援及び要介護認定者の総数は、前年比で3.7％増加

し680万人、総受給者数は同2.8％増加し507万人となっております。また、福祉用具貸与制度における特殊寝台利

用件数については前年比で2.9万件増加し、93.3万件（前年比3.3％増）となっております（出所：厚生労働省HP

「介護給付費実態調査月報」）。

　このような市場環境の中、福祉用具流通市場におきましては、2018年11月に発売した介護用電動ベッド「Miolet

Ⅲ」の売れ行きが好調だったことなどから、当第１四半期連結累計期間の同市場の販売実績は前年同四半期比で

18.8％増加し、1,186百万円となっております。

　医療・高齢者施設市場におきましては、介護保険制度における施設サービス（特別養護老人ホーム等）及び地域

密着型サービス（有料老人ホーム等）を提供する事業所数が2019年４月時点で4.0万事業所（前年比1.4％増）と

なっております（出所：厚生労働省HP「介護給付費実態調査月報」）。また、国土交通省による「高齢者等居住安

定化推進事業」に基づく高齢者住宅（サービス付き高齢者住宅）につきましては、2019年４月時点で7,425棟（同

6.0％増）、24.7万戸（同7.5％増）となっております（出所：サービス付き高齢者住宅情報提供システムHP「登録

情報の集計結果等」）。

　前期に引き続き新規開拓などの営業活動を強化したことなどから、当第１四半期連結累計期間の同市場の販売実

績は前年同四半期比で25.9％増加し、287百万円となっております。

　家具流通市場におきましては、一般ベッドの市場動向は国内人口の減少を受けて年々縮小傾向にあり、ベッド全

体の生産実績は2008年の83.2万台から2018年の52.3万台と10年間で36.4％の減少、2017年の52.0万台と比較してほ

ぼ横ばいとなっております（出所：全日本ベッド工業会HP「ベッド類生産実績推移」）。

　同市場における医療介護用電動ベッドの状況としましては、一般ベッドと同様に減少傾向が続いていることなど

から、当第１四半期連結累計期間の同市場の販売実績は前年同四半期比で1.4％減少し、36百万円となっておりま

す。

　海外市場におきましては、2018年時点の中国の65歳以上人口の推計値は、前年比で6.1％増の１億5,911万人、東

南アジアでは同4.4％増の4,037万人となり、高齢化が進みました（出所：United Nations「World Population

Prospects:The 2019 Revision」）。

　当社グループにおきましては、連結子会社である富若慈（上海）貿易有限公司にて中国の高齢者施設の案件獲得

に加え、介護レンタル向けへの営業活動を行ったことなどから、当第１四半期連結累計期間の海外市場の販売実績

は前年同四半期比で113.9％増加し、46百万円となっております。

　なお、当社及び連結子会社における当第１四半期連結累計期間の医療介護用電動ベッドの総販売台数は1.2万台

（前年同四半期比22.9％増）となっております。

　為替の状況に関しましては、１ドル＝108円台を中心とした値動きとなりましたが、８月初めに円高傾向となり

１ドル＝104円台をつけました。その後、９月末には１ドル＝108円台となりました。なお、当第１四半期連結累計

期間における期中平均為替レートは、１ドル＝107円36銭となっております。

　こうした状況を受け、為替差益２百万円（前年同四半期比92.0％減）を計上しております。

　また、営業外収益として持分法による投資利益26百万円（前年同四半期比17.8％増）を計上しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高1,558百万円（前年同四半期比21.2％増）、営業利益115

百万円（前年同四半期は７百万円の営業損失）、経常利益141百万円（前年同四半期比241.8％増）、親会社株主に

帰属する四半期純利益110百万円（同275.7％増）となりました。

　なお、当社グループの報告セグメントは、「医療介護用電動ベッド事業」と「フィットネス事業」の２つを報告

セグメントとしております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（セグメント情

報等）」に記載のとおりであります。
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　また、当第１四半期連結累計期間の販売実績を販売先市場別に示すと、次のとおりであります。

販売先市場
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年７月１日
至　2019年９月30日）

前年同期増減率
（％）

福祉用具流通市場（千円） 999,356 1,186,762 18.8

医療・高齢者施設市場（千円） 228,519 287,702 25.9

家具流通市場（千円） 36,589 36,065 △1.4

海外市場（千円） 21,676 46,369 113.9

フィットネス事業（千円） ― 1,878 ―

合計（千円） 1,286,142 1,558,778 21.2

 

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、4,712百万円となり、前連結会計年度末より6百万円増加いたしまし

た。増加の主な要因は、受取手形及び売掛金、原材料及び貯蔵品が減少したものの、現金及び預金、商品及び製品

が増加したことによるものです。

　負債につきましては、2,261百万円となり、前連結会計年度末より14百万円減少いたしました。減少の主な要因

は、買掛金、流動負債のその他、長期借入金が増加したものの、短期借入金が減少したことによるものです。

　純資産につきましては、2,450百万円となり、前連結会計年度末より20百万円増加いたしました。増加の主な要

因は、利益剰余金が増加したことによるものです。この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前

連結会計年度末から0.4ポイント増加し52.0％となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動に要した金額は３百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当社は、2019年10月22日に当社の持分法適用会社であるSHENGBANG METAL CO.,LTD.（本社／ベトナム）と持分譲

渡契約を締結しました。

　なお、詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載のとおりであり

ます。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,840,000

計 7,840,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,726,000 3,726,000

東京証券取引所

（マザーズ）

福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ）

単元株式数100株

計 3,726,000 3,726,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年７月１日～

2019年９月30日
― 3,726,000 ― 582,052 ― 308,447

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2019年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

    2019年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,723,500 37,235 －

単元未満株式 普通株式 1,800 － －

発行済株式総数  3,726,000 － －

総株主の議決権  － 37,235 －

（注）単元未満株式には、自己株式14株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2019年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

株式会社プラッツ
福岡県大野城市仲畑

二丁目３番17号
700 - 700 0.01

計 ― 700 - 700 0.01

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年７月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(2019年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(2019年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,103,495 1,289,686

受取手形及び売掛金 1,214,635 967,214

商品及び製品 564,150 629,741

原材料及び貯蔵品 281,305 195,361

未着品 10,325 51,893

為替予約 - 8,011

その他 58,234 65,070

流動資産合計 3,232,147 3,206,979

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 334,337 328,954

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 226,742 217,888

リース資産（純額） 16,237 19,960

建設仮勘定 2,282 -

有形固定資産合計 579,600 566,803

無形固定資産 25,977 26,097

投資その他の資産   

投資有価証券 748,526 787,015

繰延税金資産 33,011 35,058

その他 85,433 89,647

投資その他の資産合計 866,971 911,721

固定資産合計 1,472,549 1,504,623

繰延資産 1,128 855

資産合計 4,705,825 4,712,457
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(2019年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(2019年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 205,364 263,531

短期借入金 ※１ 1,450,000 ※１ 950,000

1年内返済予定の長期借入金 98,810 138,880

リース債務 9,221 9,977

未払法人税等 70,892 38,764

為替予約 1,696 -

その他 164,433 189,898

流動負債合計 2,000,419 1,591,051

固定負債   

長期借入金 - 383,240

リース債務 9,840 12,852

役員退職慰労引当金 160,481 164,393

退職給付に係る負債 84,823 89,829

資産除去債務 20,572 20,592

固定負債合計 275,718 670,907

負債合計 2,276,137 2,261,959

純資産の部   

株主資本   

資本金 582,052 582,052

資本剰余金 308,447 308,447

利益剰余金 1,608,468 1,629,639

自己株式 △531 △531

株主資本合計 2,498,436 2,519,607

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 763 1,515

繰延ヘッジ損益 △1,180 5,571

為替換算調整勘定 △68,331 △76,195

その他の包括利益累計額合計 △68,747 △69,108

純資産合計 2,429,688 2,450,498

負債純資産合計 4,705,825 4,712,457
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 1,286,142 1,558,778

売上原価 816,056 935,104

売上総利益 470,086 623,673

販売費及び一般管理費 477,273 508,028

営業利益又は営業損失（△） △7,187 115,644

営業外収益   

受取利息 480 1,336

受取配当金 70 80

為替差益 26,608 2,127

持分法による投資利益 22,559 26,568

その他 1,109 498

営業外収益合計 50,828 30,611

営業外費用   

支払利息 2,241 2,645

その他 - 2,126

営業外費用合計 2,241 4,772

経常利益 41,399 141,483

税金等調整前四半期純利益 41,399 141,483

法人税、住民税及び事業税 25,364 36,102

法人税等調整額 △13,398 △5,196

法人税等合計 11,965 30,905

四半期純利益 29,433 110,577

親会社株主に帰属する四半期純利益 29,433 110,577
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

四半期純利益 29,433 110,577

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 341 751

繰延ヘッジ損益 △6,377 6,751

為替換算調整勘定 7,619 △6,657

持分法適用会社に対する持分相当額 15,434 △1,206

その他の包括利益合計 17,018 △360

四半期包括利益 46,451 110,217

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 46,451 110,217

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　前連結会計年度において重要な後発事象として記載しておりました当社の連結子会社であるPLATZ VIETNAM

CO.,LTD.（本社／ベトナム）の全持分を当社の持分法適用会社であるSHENGBANG METAL CO.,LTD.（本社／ベトナ

ム）に譲渡することにつきまして、譲渡契約締結日及び持分譲渡の実行日を2019年９月末予定としておりました

が、ベトナム政府の手続き遅延に伴い、譲渡契約締結日が2019年10月22日となり、当第１四半期連結会計期間末

日現在において譲渡は完了しておりません。

　当連結会計年度への影響につきましては、持分譲渡実行後の当第２四半期連結会計期間に特別利益を計上する予

定でありますが、正確な金額は現在精査中であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行５行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2019年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

当座貸越極度額の総額 2,600,000千円 2,600,000千円

借入実行残高 1,450,000千円 950,000千円

差引額 1,150,000千円 1,650,000千円

 

２　偶発債務

　当社は、パラマウントベッド株式会社より、当社製品「ラフィオ」及びその他製品が同社保有の３件の特

許権を侵害しているとして、2017年７月19日付けで東京地方裁判所において「ラフィオ」の販売、販売の申

出又は輸入の差止請求、「ラフィオ」の廃棄請求及び550,000千円の損害賠償金を請求する訴訟を提起され

ております。なお、同社から当社に対して、2018年10月26日付で東京地方裁判所において、当社製品「ラ

フィオ」の販売、販売の申出又は輸入の差止等に関する仮処分の申立てがなされておりましたが、2019年７

月12日付で当申立ての取下げが行われました。

　当社は、いずれの特許についても当社の製品はパラマウントベッド株式会社の特許権を侵害しないか、同

社の特許について無効原因が存在すると考えており、訴訟においても同社の主張に対して争っていく方針で

あり、訴訟の推移によっては今後の業績に影響を及ぼす可能性もありますが、現時点ではその影響を予測す

ることは困難であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2018年７月１日
至 2018年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2019年７月１日
至 2019年９月30日）

減価償却費 29,242千円 28,421千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年９月27日

定時株主総会
普通株式 74,506 20 2018年６月30日 2018年９月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年７月１日　至　2019年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年９月24日

定時株主総会
普通株式 89,406 24 2019年６月30日 2019年９月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第１四半期連結会計期間（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額 合計

 
医療介護用電
動ベッド事業

フィットネス
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 1,286,142 - 1,286,142 - 1,286,142

セグメント間の内部売上高又

は振替高
- - - - -

計 1,286,142 - 1,286,142 - 1,286,142

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△）（注）１
△4,384 △2,803 △7,187 - △7,187

（注）１．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．セグメント資産の金額は、当社では報告セグメントに資産を配分していないため、開示しており

ません。

 

当第１四半期連結会計期間（自　2019年７月１日　至　2019年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額 合計

 
医療介護用電
動ベッド事業

フィットネス
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 1,556,899 1,878 1,558,778 - 1,558,778

セグメント間の内部売上高又

は振替高
- - - - -

計 1,556,899 1,878 1,558,778 - 1,558,778

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△）（注）１
123,873 △8,229 115,644 - 115,644

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しておりま

す。

２．セグメント資産の金額は、当社では報告セグメントに資産を配分していないため、開示しており

ません。

 

２　報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、前第１四半期連結会計期間に連結子会社を設立してフィットネス事業を開始し、前第３四半

期連結会計期間より、重要性が増加したことに伴い、報告セグメントの区分を「医療介護用電動ベッド事業」と

「フィットネス事業」に変更しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年７月１日
至　2019年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 7.90円 29.68円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 29,433 110,577

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
29,433 110,577

普通株式の期中平均株式数（株） 3,725,328 3,725,286

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　重要な訴訟事件につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（四半期連結貸借対照

表関係）偶発債務」に記載のとおりであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年11月13日

株式会社プラッツ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 久保　英治　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内野　健志　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プラッ

ツの2019年７月１日から2020年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019年９月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年７月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プラッツ及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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